市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：導入1年、マイナンバーは成功か
（問）1年前に市民全員に番号をつけ書留発送された通知カードの未着が現在でも968通。制度の深刻な矛盾で、何年たっても解決できないのではないか。
（答）届け出がないなど把握できない人もおり、全てに届けるのは難しい。
（問）1年経ても見通しすら示せないのは制度破たんの一つの証だ。国は、なんとか普及させようと東京オリンピックやカジノの入館規制にも使えるようにしようとしているが、市民にメリットを示せるか
（答）Ｈ29年7月より実施のマイナポータル制度による「子育てワンクリックサービス」が一例だ。
（問）保育園の申込は、窓口で職員が申込者の自宅周辺の園の施設地図を見せ第5希望まで書いてもらっている。この手続きはワンクリックで出来ない。
　市外の会社で仕事している藤枝市民の納税通知を事業所に通知する際マイナンバーの記載が求められる事、市への申請書類への記載についてどうか。
（答）法改定がない限り記載不要とする。申請書類も市の職権で記載なくても受理する。
標題２：「デイサービス」「ホームヘルプ」から「総合事業」移行、現行のサービス維持が出来るか
（問）要支援１・２の「デイサービス」「ホームヘルプ」が介護保険給付から総合事業になり、ヘルパーのサービスから安上がりな無資格者のサービスに移管されかねないが、どう対処するか。
（答）Ｈ26年9月議会答弁通り、本人が希望するサービスを「自己選択・自己決定」する事を徹底する
（問）厚労省ガイドラインは、手すりを付けただけで大腿骨骨折が治る、介護保険の申請をなぜしたのか本人に考えさせるなど、要支援認定をさせないよう誘導するものだ。これでどう徹底するのか。
（答）市でマニュアルを作り「自己選択・自己決定」の取組を徹底させる。
（問）介護保険新規申請時に新設のチェックリスト（「買い物に行けますか」等20項目の簡易調査）は川崎市のように認定申請後に行って、介護認定させないツールとならないようにするべきだ。
（答）マニュアルに明記し、運用をする中で更に改善を重ねていく。
